
東日本大震災被災地・ 
小児医療の現状について 

岩手県立大船渡病院小児科              渕向透 

いわき市立総合磐城共立病院小児科        鈴木潤 

石巻赤十字病院小児科                 伊藤健 

東京都立小児総合医療センター救命・集中治療部 齊藤修  

 

 



東日本大震災の特徴 
 少子化、高齢化に悩む過疎地を襲った大震災 

 被害が広範囲 

 津波被害 

 原子力災害 2011年東北地方太平洋沖地震（第140報） 死者数+行方不明者数 
http://www.j-risq.bosai.go.jp/ndis/ndis_wms.php?report=140 
 



岩手県の場合 



岩手県沿岸部・医療施設の被害状況
及び復旧状況【H25.2.1現在】 

岩手県資料 



岩手県医師会資料 

岩手県内の支援活動 



東日本大震災津波被災地への診療応援につい
て（12.2.24） 

岩手県医療局では、今回の震災による被災地域
のため診療応援して頂ける医師を広く募集してお
ります。 

震災被災者への支援のため、医師の皆様のお力
をお貸しください。ご連絡をお待ちしております。 
岩手県医師支援推進室 
http://www.pref.iwate.jp/~hp0365/ 

小児科学会ホームページ 
岩手県への小児科医公募・バナー 
H24.2.24～ 
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マッチあり マッチなし 保留 

学会HPを通じた岩手県被災地支援公募の実績  
 “実績なし”から応募数 ３３件、マッチング率 ４８％ 

2012年 

東日本大震災復興新生事務局の創設 

岩手 

福島 
宮城 

支援策 ： 岩手県のみから被災３県への公募拡大 
    小児科学会・分科会ホームページへのリンク 

岩手県外からの支援活動 

支援医師募集の継続 

http://www.pref.iwate.jp/~hp0365/
http://www.pref.iwate.jp/~hp0365/
http://www.pref.iwate.jp/~hp0365/


子どものこころのケア 
  開設回数 延べ児童数 実児童数 

H23年6月～H24年3月 85回 287人 108人 

H24年4月～9月 57回 193人 70人 

    未就学児 小学生 中学生 高校生 

H23年6月～H24年3月 22.0％ 44.3％ 21.6％ 12.2％ 

H24年4月～9月 20.2％ 48.2％ 23.3％ 8.3％ 
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岩手県保健福祉部 
児童家庭課資料 



宮城県の場合 



石巻急患、日赤病院に集中   
夜間急患センターは激減 仮設に移転影響か  
 

 東日本大震災後、宮城県石巻市の石巻赤十字病院に救急患者が集中している。被災した市夜間急患
センターは仮設施設で再開しているが、受診者が激減。軽症者の受け入れを中心に救急医療を支えて
いた震災前の機能が十分に発揮できていない。本来は高度な医療を担う赤十字病院などは今月、症状
に応じて医療機関を利用するよう住民に呼び掛ける。 
＜負担は重く＞ 

 赤十字病院によると、救急患者は震災前、１カ月平均２０００人前後だった。震災後は昨年４月の４５９１

人を最高に、ほぼ３０００人以上で推移。ことし９月も３３０９人と２０１０年同月比で約１．７倍に達し
た。 

  一方、市夜間急患センターは震災前、月１０００～１７００人を受け入れていた。隣接する市立病院と
同様に津波の直撃を受け、休診を余儀なくされた。 

 高台の日和が丘地区に仮設施設を建設。昨年１２月に診療を再開したが、９月の患者数は６７５人と１
０年同月比で４４％減少した。年間でも震災前の６割程度にとどまると試算する。 

 佐藤仁人所長は「３割ぐらいは減ると思っていたが、予想よりも患者が来なくなった。移転場所が分かり
にくいのではないか」と説明する。 
 
 

平成23年11月5日河北新報記事より改変 



福島県の場合 



平成25年1月28日 福島県東日本大震災復旧復興本部資料等 



被災地（＝過疎地）再生への 
小児科医の役割 

  小児医療は地域にとって重要なインフラ 

   ストラクチャーであり、被災地を「安心して子ど 

   もを生み、育てることのできる街」として再生さ 

   せる役割がある。 

  ー小児医療、小児保健、福祉、 

         子どものこころのケア等の提供ー 

  被災地が再生するまで長期間の参画。 

 

 



まとめ  

被災3県は過疎地域での小児医療体制の再

生、小児救急体制の再構築、放射線問題と異
なる問題を抱えている。 
 

被災3県に共通する問題は震災前から小児医

療資源が少ないことであるが、小児科医は地
域が再生するまで子ども達に小児医療、小児
保健、福祉を提供する責務がある。 
 


